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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次   
第77期

第３四半期 
連結累計期間

第78期
第３四半期 
連結累計期間

第77期
第３四半期 

連結会計期間

第78期 
第３四半期 

連結会計期間 
第77期

会計期間   

自平成22年
２月１日 

至平成22年 
10月31日 

自平成23年
２月１日 

至平成23年 
10月31日 

自平成22年
８月１日 

至平成22年 
10月31日 

自平成23年 
８月１日 

至平成23年 
10月31日 

自平成22年
２月１日 

至平成23年 
１月31日 

売上高 （百万円）  37,807  38,512  12,632  13,154  50,069

経常利益又は経常損失（△） （百万円）  △687  0   △59   △67  △942

四半期純利益又は 

四半期（当期）純損失（△） 
（百万円）  △1,558  △897   1,328   △650  △2,757

純資産額 （百万円）  －  －  41,085  38,456  40,052

総資産額 （百万円）  －  －  52,082  48,687  50,452

１株当たり純資産額 （円）  － －  966.26  904.10  941.89

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期（当期） 

純損失金額（△） 

（円）   △36.71  △21.13  31.28  △15.32  △64.93

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円）   －  －  －  －  －

自己資本比率 （％）   －  －  78.8  78.9  79.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  1,645  3,117 － －  3,076

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  △1,981  △2,828 － －  △3,122

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円）  1,187  △1,048 － －  874

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（百万円） － － 11,252  10,333  11,241

従業員数 （人）  － －  3,067  2,982  3,031
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時雇用者数は（ ）内に

当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時雇用者には、パートタイマー及び

嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数は（ ）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。なお、臨時雇用者には、パート

タイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年10月31日現在

従業員数（人） 2,982 ( ) 392

  平成23年10月31日現在

従業員数（人） 1,387 ( ) 358
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当第３四半期連結会計期間の生産、受注及び販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(1）生産実績 

(2）受注状況 

(3）販売実績 

  

（注）１. 生産実績の金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．第１四半期連結会計期間からセグメントを変更しておりますので、前年同四半期比（％）は記載しておりませ

    ん。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

前年同四半期比
（％） 

金型 （百万円）  1,196  －

電子部品 （百万円）  7,341  －

電機部品 （百万円）  4,128  －

工作機械 （百万円）  235  －

合計 （百万円）  12,901  －

セグメントの名称 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

受注高
（百万円） 

前年同四半期比
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同四半期比
（％） 

金型  1,135  －  1,364  －

電子部品  6,785  －  1,899  －

電機部品  4,457  －  1,304  －

工作機械  252  －  156  －

合計  12,630  －  4,725  －

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

前年同四半期比
（％） 

金型 （百万円）  1,203  －

電子部品 （百万円）  7,450  －

電機部品 （百万円）  4,265  －

工作機械 （百万円）  234  －

合計 （百万円）  13,154  －
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当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

なお、当社グループは前連結会計年度において、３期連続の営業損失を計上したことにより、将来にわたって事業

活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しております。 

しかしながら、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の「（5） 継続企業の前提に関

する重要事象等についての対応策」に記載のとおり、当該事象又は状況を解消するために対応策をとり、また、事業

運営を進めるための十分な運転資金を有しているため、この状況は解消できるものと判断しております。  

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月31日）現在において、当社グループが判

断したものであります。 

(1) 業績の状況 
当第３四半期連結会計期間において、タイ国で洪水被害が発生し、当社の連結子会社も浸水被害を受けました。

また、当社グループの主たる供給先である半導体、家電及び自動車関係の業界にも大きな影響を及ぼしておりま

す。当社グループは、お客様の必要とする量の確保と納期の遵守に努めるため、代替生産等の対応にグループを挙

げて取り組んでおります。 

一方、市場動向においても欧州の財政危機問題などを背景に世界的な景気減速感が広がる兆しが見られ、半導体

需要は低調に推移しました。 

  このような事業環境のもと、当社グループは、省資源・省エネルギーに貢献する製品・部品の供給拡大及びグロ

ーバルな新規顧客開拓に取り組むとともに、全グループを挙げて生産効率向上に取り組みました。 

 その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は131億５千４百万円（前年同期比4.1％増）となりましたが、営

業損失は８千万円（前年同期営業利益１億１百万円）、経常損失は６千７百万円（前年同期経常損失５千９百万

円）となりました。また、タイ国洪水被害による当社の連結子会社の有形固定資産とたな卸資産の損失処理及び復

旧引当費用等を「災害による損失」として５億１百万円を特別損失処理したことなどにより、四半期純損失は６億

５千万円（前年同期四半期純利益13億２千８百万円）となりました。なお、タイ国洪水被害に関連した当社の連結

子会社の保険金受取額が現時点では確定していないため、保険金収入を計上しておりません。          

 セグメントの業績は次のとおりであります。  

（金型）  

金型事業については、グローバルな新規顧客開拓を継続するとともに、自動車関連メーカーや家電メーカーな

どの精度追求及び生産性向上のニーズに引続き対応しました。その結果、売上高は16億９千４百万円、営業利益

は２億２百万円となりました。  

（電子部品） 

電子部品事業については、海外生産拠点の生産効率向上、日本からの輸出品の現地生産化に向けての製品移

管、設備改善及び工程改善による生産性と材料歩留りの向上に取り組みましたが、半導体需要減による在庫調整

や円高・ドル安の影響を受けたことなどにより、売上高は74億６千１百万円、営業損失は２億３千８百万円とな

りました。  

（電機部品） 

電機部品事業については、省エネ家電用のモーターコア需要が拡大するとともに、車載用のモーターコアにお

いても、震災の影響で大きく落ち込んでいた自動車業界の生産挽回の動きに対応しました。その結果、売上高は

42億６千５百万円、営業利益は２億７千７百万円となりました。 

（工作機械） 

工作機械事業については、国内、中国及び北米市場で顧客開拓に取り組みました。その結果、売上高は２億５

千万円、営業損失は８百万円となりました。 

  なお、上記セグメント売上高は、セグメント間の内部売上高又は振替高５億１千７百万円を含めて表示しており

ます。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、103億３千３百万円  

となり、第２四半期連結会計期間末に比べ２億３千４百万円増加しました。 

  なお、前連結会計年度末比では、９億８百万円の減少となっております。 

  当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

      営業活動の結果、増加した資金は14億３千６百万円（前年同期比１億３千９百万円の増加）となりました。 

これは、主に税金等調整前四半期純損失５億６千９百万円により資金が減少した一方、非資金項目の減価償却

費11億５千６百万円、売上債権の減少３億２千４百万円、たな卸資産の減少１億９千９百万円及び仕入債務の増

加１億６千３百万円により資金が増加したことによるものであります。なお、当第３四半期連結累計期間では、

31億１千７百万円の増加となっております。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は８億５千１百万円（前年同期比８億２千３百万円の増加）となりました。 

これは、主に有形固定資産の取得８億６千９百万円によるものであります。なお、当第３四半期連結累計期間

では、28億２千８百万円の使用となっております。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

      財務活動の結果、使用した資金は３億１千５百万円（前年同期比２百万円の増加）となりました。 

これは、主に長期借入金の返済３億１千２百万円によるものであります。なお、当第３四半期連結累計期間で

は、10億４千８百万円の使用となっております。 

なお、上記に加え、資金に係る換算差額により、資金が３千４百万円減少しております。  

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はなく、また、新たに生

じた課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は、９千８百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等についての対応策 

  当社グループは前連結会計年度において、３期連続の営業損失を計上したことにより、将来にわたって事業活動

を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しておりますが、下記のとおり、当該事象又は

状況を解消するために対応策をとっており、また、事業運営を進めるための十分な運転資金を有しているため、こ

の状況は解消できるものと判断しております。 

  当社グループを取り巻く事業環境は、為替相場での円高基調、新興国市場の台頭による低価格品への需要シフ

ト、環境対応ニーズの加速などにより大きく変化すると予想されます。そのなかにあって、当社グループは事業環

境の変化に対応するために、「スピード」と「生産効率向上」による体質強化を図っております。 

  当社グループは当該事象又は状況を解消するために、今後とも精密加工技術を核として、グローバル供給体制を

活かし顧客ニーズに対応するとともに、事業再編と生産効率向上の取り組みを加速し、収益の改善を図って参りま

す。 
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  なお、タイ国洪水被害により、連結子会社ミツイ・ハイテック（タイランド）カンパニー・リミテッドが保有す

る有形固定資産のうち機械装置等の資産を除却しております。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設等につ

いて、重要な変更はありません。 

  

  

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  94,595,700

計  94,595,700

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
(平成23年10月31日) 

提出日現在発行数（株）
  

(平成23年12月13日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容
  
  

普通株式  42,466,865  42,466,865

東京証券取引所 

（市場第一部） 

福岡証券取引所 

単元株式数は100

株であります。

計  42,466,865  42,466,865 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年８月１日 

～平成23年10月31日 
 －  42,466  －  16,403  －  17,366

（６）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成23年７月31日)に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

①【発行済株式】 

  (注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が700株、及び議決権が7個含まれてお

ります。 

  

②【自己株式等】 

  (注) 当第３四半期会計期間末日現在の当社の所有株式数は4,893株(議決権の数は48個)です。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  

  

      前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     4,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   42,343,300       423,433 － 

単元未満株式 普通株式    118,865 － 
一単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数  42,466,865 － － 

総株主の議決権 －       423,433 － 

  平成23年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 

自己名義
所有株式数 

  
（株） 

他人名義
所有株式数 

  
（株） 

所有株式数 
の合計 

  
（株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合 

（％） 

㈱三井ハイテック 
北九州市八幡西区 

小嶺二丁目10番１号 
      4,700  －  4,700  0.01

計 －  4,700  －  4,700  0.01

２【株価の推移】

月別 
平成23年 
２月 

  
３月 

  
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

  
10月 

最高（円）  503  489  439  405  417  420  389  387  389

最低（円）  467  310  375  364  351  377  325  336  338

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成22年８月１日から平成22年10月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成23年８月１日から平成23年10月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平

成23年10月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成22年８月１日から

平成22年10月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年８月１日から平成23年10月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年10月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,299 11,044

受取手形及び売掛金 8,082 7,743

有価証券 1,500 700

商品及び製品 1,702 1,556

仕掛品 1,035 1,406

原材料及び貯蔵品 1,320 1,448

その他 927 795

貸倒引当金 △6 △7

流動資産合計 23,861 24,687

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 26,844 26,984

減価償却累計額 △19,337 △19,037

建物及び構築物（純額） 7,506 7,947

機械装置及び運搬具 41,599 41,616

減価償却累計額 △35,442 △35,869

機械装置及び運搬具（純額） 6,157 5,747

工具、器具及び備品 18,367 19,060

減価償却累計額 △16,557 △16,935

工具、器具及び備品（純額） 1,810 2,125

土地 6,610 6,619

建設仮勘定 754 1,073

有形固定資産合計 22,839 23,512

無形固定資産 654 795

投資その他の資産   

投資有価証券 537 627

繰延税金資産 72 92

その他 722 737

投資その他の資産合計 1,332 1,457

固定資産合計 24,825 25,764

資産合計 48,687 50,452
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,362 2,929

1年内返済予定の長期借入金 1,250 1,250

未払法人税等 144 157

その他 2,235 1,819

流動負債合計 6,991 6,156

固定負債   

長期借入金 2,187 3,125

退職給付引当金 967 989

役員退職慰労引当金 81 71

その他 2 57

固定負債合計 3,239 4,243

負債合計 10,230 10,400

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,403 16,403

資本剰余金 17,366 17,366

利益剰余金 9,431 10,434

自己株式 △3 △3

株主資本合計 43,197 44,201

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 34 88

為替換算調整勘定 △4,842 △4,294

評価・換算差額等合計 △4,807 △4,206

少数株主持分 66 57

純資産合計 38,456 40,052

負債純資産合計 48,687 50,452
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 
 至 平成23年10月31日) 

売上高 37,807 38,512

売上原価 33,577 34,282

売上総利益 4,229 4,229

販売費及び一般管理費 ※1  4,687 ※1  4,212

営業利益又は営業損失（△） △457 17

営業外収益   

受取利息 41 54

その他 251 98

営業外収益合計 293 153

営業外費用   

支払利息 29 24

為替差損 305 51

固定資産除売却損 116 80

その他 73 12

営業外費用合計 524 170

経常利益又は経常損失（△） △687 0

特別利益   

固定資産売却益 1,552 －

特別利益合計 1,552 －

特別損失   

減損損失 2,235 －

災害による損失 － ※2  671

特別損失合計 2,235 671

税金等調整前四半期純損失（△） △1,371 △670

法人税等 ※3  181 ※3  212

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △882

少数株主利益 5 14

四半期純損失（△） △1,558 △897
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年８月１日 

 至 平成22年10月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成23年８月１日 
 至 平成23年10月31日) 

売上高 12,632 13,154

売上原価 11,086 11,859

売上総利益 1,546 1,294

販売費及び一般管理費 ※1  1,444 ※1  1,375

営業利益又は営業損失（△） 101 △80

営業外収益   

受取利息 16 19

為替差益 － 1

その他 70 17

営業外収益合計 86 38

営業外費用   

支払利息 10 7

為替差損 189 －

固定資産除売却損 11 15

その他 36 3

営業外費用合計 247 26

経常損失（△） △59 △67

特別利益   

固定資産売却益 1,477 －

特別利益合計 1,477 －

特別損失   

災害による損失 － ※2  501

特別損失合計 － 501

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,417 △569

法人税等 ※3  87 ※3  75

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △645

少数株主利益 1 5

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,328 △650

2011/12/13 23:53:2911783459_第３四半期報告書_20111213235319

- 13 -



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年２月１日 

 至 平成23年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,371 △670

減価償却費 3,460 3,200

減損損失 2,235 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △21 △21

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 10

受取利息及び受取配当金 △51 △64

支払利息 29 24

為替差損益（△は益） △42 △8

固定資産除売却損益（△は益） △1,435 75

災害損失 － 671

売上債権の増減額（△は増加） △1,443 △469

たな卸資産の増減額（△は増加） △416 119

仕入債務の増減額（△は減少） 184 490

未払金の増減額（△は減少） 159 139

未払又は未収消費税等の増減額 △2 49

その他 379 △222

小計 1,675 3,322

利息及び配当金の受取額 51 63

利息の支払額 △27 △18

災害損失の支払額 － △80

法人税等の支払額 △53 △169

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,645 3,117

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △122 11

有形固定資産の取得による支出 △3,566 △2,812

有形固定資産の売却による収入 332 26

無形固定資産の取得による支出 △103 △44

土地使用権の売却による収入 1,480 －

貸付けによる支出 △9 △4

貸付金の回収による収入 16 12

その他 △8 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,981 △2,828

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 1,500 －

長期借入金の返済による支出 △312 △937

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 － △106

その他 － △4

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,187 △1,048

現金及び現金同等物に係る換算差額 △75 △149

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 774 △908

現金及び現金同等物の期首残高 10,477 11,241

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  11,252 ※  10,333
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 第１四半期連結会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年３月31日 企

業会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成20年３月31日 

企業会計基準適用指針第21号）を適用しております。 

 なお、これによる損益への影響はありません。  

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年12月26日 企業会計基準第22号）に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示してお

ります。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成20年12月26日 企業会計基準第22号）に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示してお

ります。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

１．たな卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前

連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によって

おります。  

２．固定資産の減価償却費の

算定方法 

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。 

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

（セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用） 

 第１四半期連結会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成21年３

月27日 企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

平成20年３月21日 企業会計基準適用指針第20号）を適用しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年10月31日） 

前連結会計年度末 
（平成23年１月31日） 

 １ 債権譲渡契約に基づく売上債権の一部譲渡高   １ 債権譲渡契約に基づく売上債権の一部譲渡高 

売掛金 百万円1,094 売掛金 百万円1,166

 ２ 財務制限条項  ２ 財務制限条項 

当第３四半期連結会計期間末の借入金残高3,437

百万円について、下記の財務制限条項が付されてお

ります。  
  
各年度の決算期における単体の貸借対照表の純資

産の部の金額を、直前の決算期における単体の貸借

対照表の純資産の部の金額の ％以上に維持するこ

と。 

75

 当連結会計年度末の借入金残高4,375百万円につ 

いて、下記の財務制限条項が付されております。  
  
 各年度の決算期における単体の貸借対照表の純資

産の部の金額を、直前の決算期における単体の貸借

対照表の純資産の部の金額の ％以上に維持するこ

と。 

75

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

運搬費 百万円614

給与・賞与  1,430

退職給付費用  66

役員退職慰労引当金繰入額  12

減価償却費  373

研究開発費  471

運搬費 百万円510

給与・賞与  1,447

退職給付費用  68

役員退職慰労引当金繰入額  10

減価償却費  307

研究開発費  355

    

―――――― ※２ 災害による損失  

 東日本大震災に伴う損失169百万円及びタイ国洪

水に伴う損失501百万円であります。 

  なお、タイ国洪水に伴う損失のうち、一部は損害

保険を付保しておりますが、当第３四半期連結累計

期間において保険金の受取額が確定していないた

め、保険金収入を計上しておりません。  

  

※３ 「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。  

※３  「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。  
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当第３四半期連結会計期間末（平成23年10月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至

平成23年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式  42,466,865株  

  
２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式         4,893株   

  
３．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

運搬費 百万円183

給与・賞与  459

退職給付費用  24

役員退職慰労引当金繰入額  4

減価償却費  129

研究開発費  157

運搬費 百万円196

給与・賞与  467

退職給付費用  23

役員退職慰労引当金繰入額  3

減価償却費  102

研究開発費  98

    

―――――― ※２ 災害による損失 

 タイ国洪水に伴う損失501百万円であります。 

  なお、タイ国洪水に伴う損失のうち、一部は損害

保険を付保しておりますが、当第３四半期連結会計

期間において保険金の受取額が確定していないた

め、保険金収入を計上しておりません。 

  

※３ 「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。  

※３  「法人税等」は、「法人税、住民税及び事業税」と

「法人税等調整額」を一括して記載しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年10月31日現在） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年10月31日現在） 

現金及び預金勘定 百万円10,390

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △538

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金  1,400

現金及び現金同等物  11,252

現金及び預金勘定 百万円9,299

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △466

有価証券勘定に含まれる譲渡性預金  1,500

現金及び現金同等物  10,333

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年４月22日 

定時株主総会 
普通株式 106 2.5  平成23年１月31日  平成23年４月25日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成22年10月31日） 

（注）１．事業区分の方法 
内部管理上設定している売上集計単位を基準として区分しております。 

２．各事業区分の主要製品 

プレス用金型……………モーターコア用抜型、その他の各種部品用精密金型 

ＩＣリードフレーム……ＩＣリードフレーム 
ＩＣ組立…………………ＩＣ組立製品 

工作機械…………………平面研削盤 

モーターコア……………モーターコア製品 

その他……………………その他プレス打抜加工製品他 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成22年２月１日 至平成22年10月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

内部管理上設定している売上集計単位を基準として区分しております。 

２．各事業区分の主要製品 

プレス用金型……………モーターコア用抜型、その他の各種部品用精密金型 
ＩＣリードフレーム……ＩＣリードフレーム 

ＩＣ組立…………………ＩＣ組立製品 

工作機械…………………平面研削盤 

モーターコア……………モーターコア製品 
その他……………………その他プレス打抜加工製品他 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  

プレス
用金型 

  
(百万円) 

ＩＣリ
ードフ
レーム 

(百万円)

ＩＣ
組立 
  

(百万円)

工作
機械 
  

(百万円)

モータ
ーコア 

  
(百万円)

その他
  
  

(百万円) 

計 
  
  

(百万円) 

消去又
は全社 

  
(百万円)

連結
  
  

(百万円) 

売上高                                              

(1）外部顧客に対する売上高  1,052  7,661  585  272  3,061  －  12,632  －  12,632

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 650  51  －  227  －  －  929 ( )929  －

  計  1,702  7,712  585  499  3,061  －  13,562 ( )929  12,632

営業利益又は営業損失（△）  273  △138  △30  △35  210  －  279 ( )177  101

  

プレス
用金型 

  
(百万円) 

ＩＣリ
ードフ
レーム 

(百万円)

ＩＣ
組立 
  

(百万円)

工作
機械 
  

(百万円)

モータ
ーコア 

  
(百万円)

その他
  
  

(百万円) 

計 
  
  

(百万円) 

消去又
は全社 

  
(百万円)

連結
  
  

(百万円) 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高  2,639  23,173  1,641  706  9,646  －  37,807  －  37,807

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

 2,053  152  0  762  －  －  2,968 ( )2,968  －

  計  4,693  23,325  1,642  1,468  9,646  －  40,775 ( )2,968  37,807

営業利益又は営業損失（△）  448  △1,031  △142  △124  825  －  △24 ( )433  △457
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前第３四半期連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成22年10月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国は次のとおりであります。 

 アジア……シンガポール・マレーシア・フィリピン・中国・台湾・タイ 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成22年２月１日 至平成22年10月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国は次のとおりであります。 

 アジア……シンガポール・マレーシア・フィリピン・中国・台湾・タイ 

  

前第３四半期連結会計期間（自平成22年８月１日 至平成22年10月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1)アジア……シンガポール・マレーシア・フィリピン・中国・台湾・タイ等 

(2)その他の地域…ヨーロッパ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成22年２月１日 至平成22年10月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

(1)アジア……シンガポール・マレーシア・フィリピン・中国・台湾・タイ等 

(2)その他の地域…ヨーロッパ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
米国

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                               

(1）外部顧客に対する売上高  7,057  5,575  △0  12,632  －  12,632

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 930  66  △0  996 ( )996  －

  計  7,987  5,642  △0  13,628 ( )996  12,632

営業利益又は営業損失（△）  97  193  △0  290 ( )189  101

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
米国

（百万円） 
計

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高  21,526  16,272  8  37,807  －  37,807

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 2,741  253  27  3,022 ( )3,022  －

  計  24,268  16,525  35  40,829 ( )3,022  37,807

営業利益又は営業損失（△）  30  △57  1  △25 ( )432  △457

【海外売上高】

  アジア 米国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 （百万円）  6,538  96  258  6,894

Ⅱ 連結売上高 （百万円）   12,632

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合 
（％）  51.8  0.8  2.0  54.6

  アジア 米国 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 （百万円）  19,617  288  757  20,662

Ⅱ 連結売上高 （百万円）   37,807

Ⅲ 連結売上高に占める海外
売上高の割合 

（％）  51.9  0.8  2.0  54.7
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１．報告セグメントの概要  

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループは、製品の事業区分ごとに国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。 

したがって、当社グループは当該事業区分を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「金

型」、「電子部品」、「電機部品」、「工作機械」の４つを報告セグメントとしております。 

「金型」は、プレス用金型等を製造・販売しております。「電子部品」は、ＩＣリードフレーム及びＩＣ

組立製品等の製造・販売を行っております。「電機部品」は、モーターコア製品等の製造・販売を行ってお

ります。「工作機械」は、平面研削盤等の製造・販売を行っております。   

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年10月31日）   

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額1,135百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年８月１日 至 平成23年10月31日）   

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額314百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。 

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。  

  

  

【セグメント情報】

（単位：百万円）

  金型 電子部品 電機部品 工作機械 合計 
調整額 
(注)１ 

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
(注)２

売上高               

外部顧客への売上高  3,296  23,923  10,684  608  38,512  －  38,512

セグメント間の内部売上高又
は振替高  1,860  43  0  125  2,030  (2,030)  －

計  5,156  23,966  10,684  734  40,542  (2,030)  38,512

セグメント利益又は損失（△）  701  △296  790  △42  1,153  (1,135)  17

（単位：百万円）

  金型 電子部品 電機部品 工作機械 合計 
調整額 
(注)１ 

四半期
連結損益
計算書 
計上額 
(注)２

売上高               

外部顧客への売上高  1,203  7,450  4,265  234  13,154  －  13,154

セグメント間の内部売上高又
は振替高  490  11  －  15  517  (517)  －

計  1,694  7,461  4,265  250  13,672  (517)  13,154

セグメント利益又は損失（△）  202  △238  277  △8  233  (314)  △80
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

該当事項はありません。 

  

   

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成23年10月31日） 

前連結会計年度末 
（平成23年１月31日） 

１株当たり純資産額 904.10円 １株当たり純資産額 941.89円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △36.71円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。  

１株当たり四半期純損失金額（△） △21.13円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。  

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成23年２月１日 
至 平成23年10月31日） 

四半期純損失（△）        （百万円）  △1,558  △897

普通株主に帰属しない金額     （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△） （百万円）  △1,558  △897

普通株式の期中平均株式数     （千株）  42,462  42,462

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 31.28円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり四半期純損失金額（△） △15.32円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

    
前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日 
至 平成22年10月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年８月１日 
至 平成23年10月31日） 

四半期純利益又は 

四半期純損失（△）         
（百万円）  1,328  △650

普通株主に帰属しない金額      （百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益 

又は四半期純損失（△）  

（百万円）
 1,328  △650

普通株式の期中平均株式数      （千株）  42,462  42,462

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年12月８日

株式会社三井ハイテック 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 本野 正紀  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 内藤 真一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 上田 知範  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三井ハ

イテックの平成22年２月１日から平成23年１月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年８月１日か

ら平成22年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年２月１日から平成22年10月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三井ハイテック及び連結子会社の平成22年10月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年12月12日

株式会社三井ハイテック 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 本野 正紀  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 内藤 真一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 上田 知範  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三井ハ

イテックの平成23年２月１日から平成24年１月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成23年８月１日か

ら平成23年10月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年２月１日から平成23年10月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三井ハイテック及び連結子会社の平成23年10月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。  

2011/12/13 23:53:2911783459_第３四半期報告書_20111213235319


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	（１）【四半期連結貸借対照表】
	（２）【四半期連結損益計算書】
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



